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５．１．１．　概要

　自然エネルギーによる一次エネルギー供給の割合が

４％程度しかない日本においても、都道府県や市町村別

にみれば豊富な自然エネルギーを供給できる地域がある

はずである。千葉大学倉阪研究室とNPO法人環境エネル

ギー政策研究所（ISEP）の共同研究「エネルギー永続地

帯」では、日本国内の地域別の自然エネルギー供給の現

状と推移を明らかにした。ここでは、その「エネルギー

永続地帯２００８年版」１のデータをもとに、地域別導入状況

を紹介する。

　２００８年に集計した地域別の自然エネルギーの供給量か

ら、都道府県別にみると、大分県、秋田県、富山県など

１１県で、産業及び運輸部門を除いた民生および農水部門

の電力需要と比較した自然エネルギー供給の割合は１０％

を超えている。また、６県でも熱も合わせた民生および

第５章　地域別導入状況とポテンシャル

図5-1 都道府県別の自然エネルギー供給の割合［千葉大／ISEP,2009］ 
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5.1.  地域別の導入状況
農水部門のエネルギー需要の１０％以上を自然エネルギー

で供給していることがわかった（図５‐１）。さらに、５０

の市町村で自然エネルギーのみで市町村内の民生および

農水部門のエネルギー需要（電力と熱）を全て賄ってい

るとみなすことができ、自然エネルギー供給の割合が

１００％以上になっている（図５‐２）。一方、東京都や大阪

府など大都市の自治体はこの自然エネルギー供給の割合

が１％以下と非常に小さく、自然エネルギーの利用のた

めには供給が可能な地域との連携が不可欠となっている。

　日本全体では、前年の２００７年版に比較し、自然エネル

ギー供給の増加は２.６％にとどまったことがわかった。エ

ネルギー種ごとにみると、太陽光発電、風力発電、バイ

オマス発電は１０％以上増加した一方、地熱発電、地熱利

用は減少傾向にある。また、太陽光発電、風力発電の伸

び率が鈍っていること、増加傾向にない自然エネルギー

種（小水力、地熱発電と地熱利用、太陽熱）が、日本の

自然エネルギー供給量の８割を占めることがわかった

（図５‐３）。

１
 「エネルギー永続地帯２００８年版」 

　http://sustainable-zone.org/
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５．１．２．　前提条件と推計方法

　エネルギー永続地帯の基本的な考え方は、ある「区域」

において、再生可能な自然エネルギーの供給量と、その

区域内のエネルギー需要量をそれぞれ推計し、それらの

バランスを求めることである。

　この「エネルギー永続地帯２００８年版」での推計の前提

条件は、以下のとおり。

　（i）「区域」としては、市区町村（２００７年３月末時点）

■ 太陽光発電（一般家庭、業務用）　

■ 事業用風力発電　

■ 地熱発電　

■ 小水力発電（１万kW以下）の水路式に限るが、

　 調整池を含む）　

■ バイオマス発電（バイオマス比率が定まっている

　 もの。ごみ発電は除く）　

■ 太陽熱利用（一般家庭、事業用）　

■ 地熱直接利用（温泉熱利用、地中熱利用）

５．１．３．　推計結果

（１）　日本の自然エネルギー供給は、前年版と比べ、電

力が３.２％増、熱が０.３％増、全体で２.６％増　

　

　過去３年間の自然エネルギー発電量の推移、過去２

年間の自然エネルギー熱供給量の推移が把握された。

自然エネルギー発電量は、２００７年版では対前年版で５.６％

伸びたが、２００８年版の対前年版の伸びは３.２％にとど

まっている。２００８年版の自然エネルギー熱供給量は、

対前年版０.３％と微増にとどまった。自然エネルギー供

給全体では、対前年版で２.６％の増加となっている（表

５‐１）。

（２）　太陽光発電、風力発電、バイオマス発電は１０％以

上増、地熱発電、地熱利用は減少傾向

　表５‐１と表５‐２において自然エネルギーの種別ご

との推移をみると、太陽光発電、風力発電、バイオマ

ス発電は、年率１０％以上の伸び率を示している。小水

力発電（１万kW以下）、太陽熱利用は、ほぼ横ばい、

地熱発電、地熱利用は、減少傾向にあることがわかっ

た。ただ、太陽光発電、風力発電の対前年版の伸び率

は、２００８年版では、２００７年版に比べ、大きく減少して

いる（太陽光発電２３.８％→１５.３％、風力発電３４.３％→

１０.９％）。

の単位を考えた。政令指定都市は「区」を区域の基本と

した（一部は市単位）。

　（ii）エネルギー需要としては、「民生部門」と「農業・

水産業部門」を対象とした（２００５年度データ）。なお、民

生部門には「家庭用」と「業務用」の双方を含む。

　（iii）エネルギー需要の形態としては、「電力」と「熱」

の双方を対象とした。

　（iv）自然エネルギー供給としては、以下の項目の再生

可能な自然エネルギーを推計の対象とした（原則として

２００８年３月末時点の設備を対象）。

図5-2 自然エネルギー供給の割合が100％以上 
 の市町村［千葉大／ISEP,2009］ 

100％エネルギー永続地帯 
（2008年度版） 

図5-3 自然エネルギーによる 
 エネルギー供給比率の状況（全国） 
 ［千葉大／ISEP,2009］ 
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（３）　増加傾向にない自然エネルギー種（小水力、地

熱、太陽熱）が自然エネルギー供給の８割を占める

　

　２００８年版における自然エネルギーの供給比率をみる

と、全自然エネルギー供給のうち、小水力発電が４８％、

地熱関係（地熱発電＋地熱利用）が１８％、太陽熱利用

が１３％となっており、これらの増加傾向にない自然エ

ネルギー種別が、自然エネルギー供給の約８割を占め

ていることがわかった（表５‐１、図５‐３）。

（４）　１１県で自然エネルギーによる電力供給が域内の

民生＋農水用電力需要の１０％を超えている

　自然エネルギーによるエネルギー供給が域内の民生

＋農水用エネルギー需要の１０％を超える都道府県は６

県ある（大分県２５.２％、富山県１６.８％、秋田県１６.５％、

長野県１１.２％、青森県１０.６％、岩手県１０.４％）。自然エ

ネルギーによる電力供給が域内の民生＋農水用電力需

要の１０％を超えている都道府県は、１１県となっている

（大分県２９.９％、秋田県２６.４％、富山県２４.３％、岩手県

１６.２％、青森県１５.１％、長野県１４.７％、福島県１３.０％、

表5-1 自然エネルギー供給の推移（全国）

2008年版2007年版（再集計）2006年版（再集計）

伸び率全体比率電力のみ比率総量（TJ）伸び率全体比率電力のみ比率総量（TJ）電力のみ比率総量（TJ）

115.25%6.11%7.74%17143.6123.77%5.44%6.94%14875.35.92%12018.7太陽光発電

110.91%11.67%14.80%32777.0134.26%10.80%13.78%29552.610.84%22011.5風力発電

98.63%9.64%12.23%27074.396.22%10.03%12.80%27449.714.05%28527.4地熱発電

100.04%48.14%61.05%135175.8100.06%49.37%63.01%135118.666.49%135035.3小水力発電

123.89%3.29%4.17%9233.2135.19%2.72%3.48%7452.72.71%5512.8バイオマス発電

103.24%100.00%221403.9105.58%100.00%214449.1100.00%203105.7自然エネ発電計

102.11%13.23%37148.813.29%36382.6太陽熱利用

97.37%7.92%22252.38.35%22852.6地熱利用

100.28%59401.159235.2自然エネ熱計

102.60%100.00%280804.9100.00%273684.3総計

（参考）

100.42%3.98%5.04%11163.0100.76%4.06%5.18%11116.25.43%11032.91000kw以下小水力

注）2006年版は熱を集計対象とせず

表5-2 自然エネルギーによるエネルギー供給の推移（2007年版＝100）（全国）

2008年版2007年版2006年版

115.2%100.0%80.8%太陽光発電

110.9%100.0%74.5%風力発電

98.6%100.0%103.9%地熱発電

100.0%100.0%99.9%小水力発電

123.9%100.0%74.0%バイオマス発電

102.1%100.0%太陽熱利用

97.4%100.0%地熱利用

鹿児島県１１.５％、鳥取県１１.１％、熊本県１０.５％、新潟県

１０.４％）（図５‐１、図５‐４）。

（５）　８２の市町村が自然エネルギー発電のみで域内の民

生＋農水用電力需要を計算上満たしている　

　市区町村別では、５０の市区町村が再生可能な自然エ

ネルギーのみで域内の民生＋農水用エネルギー需要を

計算上満たしていることがわかった（図５－２）。ま

た、自然エネルギー発電のみで域内の民生＋農水用電

力需要を計算上満たしている市区町村は８２市区町村あ

ることがわかった。

（６）　自然エネルギーによる供給の割合と食糧自給率の

双方が高く「永続地帯」に近い都道府県は東北に多い

　エネルギー供給が域内の民生＋農水用エネルギー需

要の１０％を超える都道府県の中で、秋田、青森、岩手

の３県は、食糧自給率（カロリーベース）が１００％を超え

ており、「永続地帯」にもっとも近いといえる（図５‐５）。
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図5-4 都道府県のエネルギー供給の割合（電力のみ） 

図5-5 自然エネルギー供給の割合（横軸）と食料自給率（縦軸）の相関図 
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５．２．１．　風力発電

　わが国における陸上風力発電に係るポテンシャルは、

２０００年３月に算定された６４０万kW（実際的潜在量）が

基本となっている。しかしながら、算定の前提条件と

現況に乖離があり、基本データである風況マップが統

計解析手法によっている。今後は、最新の解析手法や

近年の風力発電の技術開発状況、および最新の国土地

理データに基づいたポテンシャルの見直しが必要とな

る。

　日本風力発電協会（JWPA）・風力発電事業者懇話会

（WPDA）・日本大学などにおいて、大型風車を対象と

して、風況マップの高度化（統計解析手法⇒CFD手

法）、最新の国土数値情報に基づく地域特性などを勘

案したポテンシャルを算定しているが、国の中・長期

目標算定の基礎データとしては、活用されていない。

　ここでは、２０１０年１月に日本風力発電協会ロードマッ

プ検討WGが、２００９年１１月に公表された日本大学長井

研究室の解析結果をベースに、賦存量（風力発電建設

適地面積）とポテンシャルを算定した結果について述

べる。ここで、「賦存量」は日本の国土の自然条件を

考慮した場合の全導入可能量で、技術開発の達成度等

によって変化しうる。これに対して「ポテンシャル」

は、特定の社会条件による一時点における導入可能量

で、賦存量よりも小さく、時期や条件によって異なる。

(1)　概要

(2)　前提条件

　この算定に適用された前提条件とこれまで公表され

ている賦存量などの算定に適用した前提条件との違い

（比較）は、次頁の表５‐３に示すが、適用した主な前

提条件は、以下の通りである。

ａ．風況マップ、地上高、面積算定区分

　CFD（数値シミュレーション）による２０００年1年間

の1時間値に基づく解析であるWinPAS（1km2メッシュ）

を適用し、高度６０ｍの風速による陸上および洋上の面

積を、電力会社管内別に算定。

ｂ．面積算定方法

　陸上：標高１０００m以下で年間平均風速6m/s以上の

土地を適地とし、国土数値情報（土地利用区分：１００

ｍメッシュ）から、その他の農用地、荒地、海浜、森

林（保安林を除く）の面積を０.０１�単位で加算。なお、

5.2.  導入ポテンシャル
除外した土地利用区分は田、建物用地、幹線交通用地、

その他の用地、河川および湖沼、海水域、ゴルフ場な

ど。

＜参考＞２００６年度までに建設された９８８基の風車設置状

況調査結果（総数は１３１７基）：その他の農用地（２４.１％）、

荒 地（２１.１％）、海 浜（２.３％）、森 林（４１.０％）、田

（１.７％）、建物用地（１.２％）、幹線交通用地（０.６％）、

その他の用地（５.４％）、河川および湖沼（１.１％）、海水

域（１.４％）、ゴルフ場（０.１％）

洋上：離岸距離３０km以内で年間平均風速７m/s以上

の海域を適地とし、その面積を１�単位で加算。

・着床式：水深５０m未満

・浮体式：水深５０m以上２００m未満

ｃ．風力発電機出力への換算

　現在は、単機出力２０００kW～３０００kWが主流となって

おり、ブレード径も長くなっているが、複数の風車配

置に際しては、NEDO風力発電導入ガイドブック（２００８

年２月改訂第９版）から、卓越風向がある場合の推奨

値（１０D×３D）を採用し、主要風車の出力とローター

径の調査結果および既設ウインドファームの実績から、

１�当り１０MWとする。図５‐６に風車出力とローター

径および�当り出力を示す。

図5-6 風車出力とローター径および 
        10D×3D配置時のkm2当り出力 
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表5-3 日本国内の風力発電の賦存量・ポテンシャル算定の前提条件と算定結果の比較

本WG:JWPA（２００９年度）日本風力発電協会
ロードマップ検討WG
（２００７年度）

新エネルギー等導入基礎調査

（実際的潜在量） 日本大学長井研究室解析結果ベース

2010年1月2007年12月2000年3月公表年月

数値シミュレーション数値シミュレーション統計手法風速データの推定方式

6.0m/s以上(60m高さ)6.0m/s以上(60m高さ)5.0m/s以上(30m高さ)陸上風力適地風速条件

選定した土地利用種別(100mメッシュ)

の面積を0.01km2単位で加算

選定した土地利用種別(100mメッシュ)

の割合が50%以上の土地を1km2単位で

加算

土地利用・自然公園・自然環境・都市

計画・道路幅員・土地傾斜角の諸条件

を満たすメッシュ面積の50%値が

0.125km2以上のメッシュを加算

面積算定方法

1998年GISデータその他の農用地、荒

地、海浜、森林

1988年GISデータ畑、果樹園、その他

樹木畑、荒地、海浜

1988年GISデータ畑、果樹園、その他樹

木畑、荒地、海浜

風力発電が設置可能とした土地利用

種別

1,000m以下1,000m以下制限なし標高条件

制限なし制限なし10度以下土地傾斜角条件

制限なし制限なし
該当1kmメッシュ内に幅員5.5m以上の道

路有り
道路条件

全て含む全て含む普通地域のみを含む自然公園地域

全て含む全て含む指定なしのみを含む自然保全地域

土地利用種別で、建物用地を除外土地利用種別で、建物用地を除外指定なしおよび都市計画区域のみを含む都市計画

含む(保安林を除く)除外除外森林地域

指定せず(1,000̃5,000kW)2,000kW1,000kW適用風車単機出力

10D×3D10D×3D面積個別計算風車配置

10.0MW/km210.4MW/km2個別計算(平均6.8MW/km2)1km2当り風車出力

43,496km26,036km2939km2陸上風力適地面積

15%40%100%開発率(土地取得率)

65,000MW25,000MW6,400MW陸上風力ポテンシャル

7.0m/s以上(60m高さ)

離岸距離:30km以内

7.0m/s以上(60m高さ)

離岸距離:50km以内
7.0m/s以上(60m高さ)洋上風力適地条件

水深:50m未満水深:30m未満水深:30m以下着床式適地条件

無し無し自然公園、港湾、河口域を除く制約条件

14,746km28,749km25,333km2着床式風力適地面積

指定せず(1,000～5,000kW)2,000kW1,650kW適用風車単機出力

10D×3D10D×3D10D×5D風車配置

20%20%100%開発率(海面取得率)

29,000MW18,000MW40,000MW着床式風力ポテンシャル

水深:50m以上200m未満水深:30m以上300m未満-------浮体式適地条件

77,443km2183,508km2-------浮体式風力適地面積

指定せず(1,000～5,000kW)2,000kW-------適用風車単機出力

10D×3D10D×3D-------風車配置

5%2%-------開発率(海面取得率)

39,000MW38,000MW------浮体式風力ポテンシャル

133,000MW81,000MW46,400MW(浮体式含まず)風力合計ポテンシャル

　陸上風力の適地面積算定結果を表５‐４および図５‐

７に示す。１００mメッシュで面積を加算した事により、

適地面積は２００７年JWPA公表値の約１.４倍に増大し、更

に森林（保安林を除く）を加えたことにより、合計で

JWPA公表値の約７.２倍となっている。

(3)　陸上風力の賦存量（建設適地面積） 　２００８年度において電力会社が所有している発電設備

の最大出力は、２億２１７.７万kW（２０２,１７７MW）であり、

年間平均風速６m/s以上の適地全てに風力を設置する

と、全発電設備容量の約２.２倍、同様に年間平均風速７

m/s以上の適地全てに風力を設置すると、全発電設備

容量の約０.９倍となる。
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表5-4 その他の農用地、荒地、海浜、森林（保安林を除く）の陸上風力適地面積

管轄区域

（陸上）

面積比

7m/s以上

合計面積

km2

管轄区域

（陸上）

面積比

6m/s以上

合計面積

km2

風速6.0m/s以上、標高1,000m以下
管轄区域

（陸上）面積

km2
電力会社 面積［km2］

8.0－7.0－8.06.0－7.0

6.7%5,28316.6%13,1131,9473,3367,83079,094北　海　道

5.9%4,68512.8%10,2631,9172,7685,57779,895東　　　北

1.3%4983.8%1,5151383601,01739,534東　　　京

1.9%2376.7%8432321360712,566北　　　陸

2.5%9826.1%2,3753106721,39338,965中　　　部

4.9%1,40910.9%3,1434091,0001,73428,760関　　　西

2.5%8078.3%2,6421396681,83531,919中　　　国

4.3%80710.8%2,0281696381,22118,790四　　　国

6.1%2,57314.2%5,9655901,9823,39342,039九　　　州

41.9%93572.1%1,6101557816742,233沖　　　縄

4.9%18,21611.6%43,4965,79712,41925,280373,796合　　　計
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図5-7 その他の農用地、荒地、海浜、森林（保安を除く）の陸上風力適地面積と 

全発電設備容量（2008年度） 
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　洋上風力の賦存量として適地面積算定結果を表５‐

５および図５‐８に示す。離岸距離を３０km以内とした

ことにより、洋上の合計適地面積は２００７年JWPA公表

値（離岸距離５０km以内）の約０.５倍に減少している。

(4)　洋上風力の賦存量（建設適地面積） 　２００８年度において電力会社が所有している発電設備

の最大出力は、２億２１７.７万kW（２０２,１７７MW）であり、

水深２００ｍ以下の適地全てに風力を設置すると、全発電

設備容量の約４.５倍となる。
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表5-5 洋上風力合計の水深別適地面積（年間平均風速７m/s以上）

管轄区域

（陸上）

面積比

50m以下

合計面積

km2

管轄区域

（陸上）

面積比

200m以下

合計面積

km2

風速7.0m/s以上、離岸距離30km以内
管轄区域

（陸上）面積

km2
電力会社 面積［km2］

100－20050－10020－500－20

11.8％9,30541.6％32,87110,71212,8546,2073,09879,094北　海　道

1.8％1,44215.1％12,0976,6174,0381,25718579,895東　　　北

2.7％1,05111.7％4,6352,3101,27491613539,534東　　　京

0.2％227.3％91456432822012,566北　　　陸

2.0％7866.2％2,39983278163015538,965中　　　部

0.0％71.7％4993001926128,760関　　　西

0.0％1415.6％4,9954,3975845931,919中　　　国

0.0％85.9％1,1108222804418,790四　　　国

2.7％1,14065.3％27,45416,9909,32497916242,039九　　　州

43.4％970233.5％5,2132,1192,1245524172,233沖　　　縄

3.9％14,74624.7％92,18846,52531,77910,5804,166373,796合　　　計
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図5-8 洋上風力合計の水深別適地面積（年間平均風速7m/s以上）と 

全発電設備容量（2008年度） 
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　陸上風力と洋上風力との合計適地面積算定結果を表

５‐６および図５‐９に示す。但し、水深５０m未満を着

床式洋上風力、水深５０m～２００mを浮体式洋上風力と

している。

(5)　陸上風力と洋上風力との合計賦存量

　　（建設適地面積） 　適地全てに風力を設置すると全発電設備容量の約６.７

倍となる。また合計適地面積のみからは、東京が僅か

に不足するものの、全ての電力管内において各管内の

全発電設備容量に相当する風力発電設備が設置可能で

ある。



73

表5-6 陸上＋洋上風力の適地面積

100％開発時

の風力容量

MW

管轄区域

（陸上）

面積比

合計面積

km2

陸上：6m/s以上、洋上：7m/s以上
管轄区域

（陸上）面積

km2

全発電

設備容量

MW

電力会社 面積［km2］

洋上（浮体）洋上（着床）陸　上

459,84958.1％45,98523,5669,30613,11379,0946,505北　海　道

223,59528.0％22,36010,6551,44210,26379,89516,800東　　　北

61,49915.6％6,1503,5841,0511,51539,53463,981東　　　京

17,57314.0％1,7578922284312,5667,962北　　　陸

47,73112.2％4,7731,6137852,37538,96532,626中　　　部

36,41812.7％3,64249273,14328,76033,865関　　　西

76,36723.9％7,6374,981142,64231,91911,826中　　　国

31,38116.7％3,1381,10282,02818,7906,665四　　　国

334,20379.5％33,42026,3141,1415,96542,03920,023九　　　州

68,215305.5％6,8224,2439691,6102,2331,925沖　　　縄

1,356,83136.3％135,68377,44214,74543,496373,796202,177合　　　計
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図5-9  陸上風力＋洋上風力適地面積と全発電設備容量（2008年度） 
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　陸上と洋上との合計適地面積算定結果を表５‐６お

よび図５‐９に示したが、実際には各種社会条件等に

より、100%の開発率で全ての適地に風力発電を設置

することは出来ない。

　そこで各種社会条件や風速条件を考慮し、開発率を、

陸上＝15%、着床式洋上＝20%、浮体式洋上＝5%と設

(6)　地域別のポテンシャル 定した場合の風力発電設備容量と、２００８年度全発電設

備容量との関係を、表５‐７および図５‐１０に示す。

　上記開発率に基づき、適地全てに風力を設置すると

全発電設備容量の約０.７倍となるが、そのほとんどは北

海道、東北、九州、沖縄であり、各電力の全発電設備

容量を上限とすると、全発電設備容量の約０.４倍となる

（棒グラフと折れ線グラフとの低値合計）。
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表5-7 陸上適地の15％、着床適地の20％、浮体適地5%での風力建設時の設備容量と2008年度における全発電設備容量との関係

①と②の

低　値

MW

②/①

合　計

風車容量

MW　②

km2当り10MWで計算
需　要

電力量

GWh

全発電

設備容量

MW　①

電力会社 風車容量［MW］

洋上（浮体）洋上（着床）陸　上

6,505770％50,06411,78318,61219,66931,8396,505北　海　道

16,800141％23,6055,3282,88415,39481,10116,800東　　　北

6,16610％6,1661,7922,1022,272288,95663,981東　　　京

1,75522％1,755446441,26528,1547,962北　　　陸

5,93918％5,9398071,5703,563129,73432,626中　　　部

4,97415％4,974246144,714145,86733,865関　　　西

6,48155％6,4812,491283,96361,22211,826中　　　国

3,60954％3,609551163,04228,7016,665四　　　国

20,023122％24,38713,1572,2828,94385,88320,023九　　　州

1,925336％6,4742,1221,9382,4147,4761,925沖　　　縄

74,17766％133,45538,72129,49065,244888,935202,177合　　　計

洋上（浮体）：7m/s以上：適地の5％ 

洋上（着床）：7m/s以上：適地の20％ 

陸上：6m/s以上：適地の15％ 

全発電設備容量×100％［MW］ 

全発電設備容量×50％［MW］ 

全発電設備容量×25％［MW］ 
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図5-10 陸上適地の15％、着床適地の20％、浮体適地5%での風力建設時の設備容量 

　　　　　　　　　　陸上（6m/s以上）＋洋上（7m/s以上）風力ポテンシャル 
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▲ 

５．２．２．　地熱発電と熱利用

　独立行政法人産業技術総合研究所（２００８）はGIS技術

を活用した我が国の地熱資源量評価を行った。この評価

では、温泉データから得られる活動度指数から地下温度

構造と、地表から重力基盤深度までを地熱貯留層の厚さ

として、容積法による資源量を全国規模でマッピングし

ている（図５‐１１）。これによると、温度が１５０℃ 以上の

地熱資源量は、約２３４７万kWと試算されている。地熱資

源は、日本全国に広く分布しているが、ポテンシャルが

大きい地域には、年間日照時間が短い北陸や東北、北海

道が含まれる。現在の設備容量合計５５万kWと比較する

と今後の開発可能性は大きく残されている。世界的に見

ても、日本は、アメリカ合衆国、インドネシアと並んで

他を圧倒する三大地熱資源大国である。このことは、世

界主要地熱資源国の活火山数と地熱資源量が正相関する

という定説とも調和している。

　我が国には、高温のために廃棄されている温泉が相当

ある。これらの温泉に前述した温泉発電（５０kWカリー

ナサイクル発電システム）を想定すると、１５９１個の温泉

が適用対象となり、７２.３万kWの資源量が見積られた。ま

た上述の同じ全国規模の地熱資源評価で、温度が５３�以
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潜在量(kW)設置場所

101,000戸 別 住 宅

106,000集 合 住 宅

14,000公 共 施 設

291,000大 型 産 業 施 設

55,000道 路 ・ 鉄 道

32,000民 生 業 務

7,386,000未利用地(水素製造等)

7,984,000合 計

1
「２０３０年に向けた太陽光発電ロードマップ（PV２０３０）」について

 http://www.nedo.go.jp/informations/other/１６１００５_1/１６１００５_1.html
2
 ２０３０年頃までの技術発展を想定したときの国内導入可能量

 http://www.nedo.go.jp/nedata/17fy/01/b/0001b008.html
3 
日本で導入できる量（産業総合研究所）　http://unit.aist.go.jp/rcpv/ci/about_pv/output/JPpotential.html

図5-11 全国地熱資源量マップ

上１２０�未満の温泉発電に対応する熱水系資源量を評価

したところ、８３３万kWの資源量が見積もられた。

　現在、地熱発電所では発電用の蒸気と分離した熱水は

還元井により地下に戻されているが、その温度は１００℃

近くで、まだ大きな熱エネルギーを有しており、温泉発

電の熱源とすることも可能である。発電にふさわしい一

定規模以上の熱水は7箇所の発電所で得られ、その総熱

水流量は７１１t/hに達する。これを一定条件で発電に用い

ると、１.３万～２.０万kWに相当する。

　温泉浴用、直接熱利用のポテンシャルを見積もった例

はないが、温泉数がコンスタントに伸びていること、地

下深く掘れば必ず熱を得られることから、無尽蔵と考え

てよい。また、地中熱利用は、地熱・温泉地域でなくて

も適用可能であることから、これもポテンシャルは無尽

蔵である。

　日本の温泉は浴用以外にはほとんど利用されず、しか

も源泉温度が高すぎる場合は冷ましてから使い、使用後

はそのまま捨てている。これは、熱利用及び持続可能な

温泉利用の観点からは非常に無駄が多い。

　そこで、浴用と競合しない形での現存する温泉熱の有

効利用（例えばカスケード利用と呼ばれる温度別利用法）

を考え、１００％使った際に利用可能な熱量、つまりポテ

表5-8 太陽光発電の潜在量（物理的に設置可能な導入量）

５．２．３．　太陽光発電

　太陽光発電は太陽光パネルを設置する面積が必要にな

り、大規模太陽光発電所には既存の発電所に比べ大きな

面積が必要になる。しかしながら、一方でパネルの重量

に耐えることができる場所であればどこにでも、かつ小

規模から設置できるのが特徴であるため、国土の狭い日

本においてもかなりの潜在量が見込める。また技術の進

展により、発電効率やパネル形状の改善でその潜在量も

変化する。

　太陽光発電の日本におけるポテンシャル推計としては、

独立行政法人新エネルギー・産業技術開発機構による「２０３０

年に向けた太陽光発電ロードマップ（PV２０３０）」1 が公開

されている。その中でポテンシャルとして２０３０年頃まで

の技術発展を想定した潜在量（戸建住宅や集合住宅・公

共施設・未利用地等々の設置場所で、物理的に設置可能

な導入量）として以下表５‐８のように算出されている2。

　PV２０３０では２０３０年時点での太陽電池モジュール変換効

率目標を２５％レベルにすることが前提となっている。ま

た、この潜在量は太陽電池出力ピーク値で、出力１kW

当たりの年間発電量は約１０００kWh/年に相当する。従っ

て未利用地まで含めた潜在量は年間発電量７９８４TWhに相

当することになる。これに対し日本の年間総発電量はお

およそ１０００TWhであり、国内電力需要を上回る潜在量が

太陽光資源として存在している。実際にはピーク電力3、

天候による日照量の変動などの問題や、また潜在量のほ

とんどを占める未利用地の具体的な活用方法が不確定で

あることなど、潜在量からだけでは供給電力量を単純に

類推することは難しいが、日本の電力需要の大きな割合

を太陽光発電で賄うことが可能であることがわかる。

ンシャルを計算した。利用最終温度を幾らにするかによ

りポテンシャルは異なるが、最終温度４５℃の場合、８０PJ、

２０℃の場合、１２０PJとなり、温泉浴用の２～３倍の未利

用熱エネルギーが得られた。


